様式第１（第５条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　          　申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）補助金交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
３　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
４　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
５　その他参考資料

注　「５　その他参考資料」として、申請者の組織概要、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書（申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、申請年度の事業計画及び収支予算、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄付行為を添付すること。また、地球温暖化対策の推進に関する法律第２４条第１項に基づき、都道府県知事等により地域地球温暖化防止活動推進センターとして指定されたことを証するもの（指定通知書等の写し）を添付すること。
別紙１

地域における地球温暖化防止活動促進事業実施計画書
	事業名
	地域における地球温暖化防止活動促進事業

	事業実施の団体名
	

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	＜事業の目的＞

	

	＜事業の内容＞地球温暖化対策の推進に関する法律第24条第２項及び第３項との関連

	【指定自治体を含めた連絡調整会議の設置と開催運営業務】
　※会議構成、開催計画を記入する。
【日常生活に関する温室効果ガスの排出の抑制等のための照会・相談・助言業務】
　※実施する内容を具体的に記入する。
【温室効果ガスの排出実態の把握、分析業務】
　※実施する内容を具体的に記入する。
【地域における地球温暖化対策の現状及び推進状況に関する啓発・広報業務】

　※実施する内容を具体的に記入する。
【民間の団体等における地球温暖化防止活動の活動実績調査及び活動支援業務】

　※実施する内容を具体的に記入する。


	＜事業の効果＞

	【地域における地球温暖化防止活動の取組への効果】
　※補助事業効果として、その実施により、地域において地球温暖化防止活動の取組がどのように展開されるか、その見込みを具体的に記入する。


	＜事業の実施体制＞

	※補助事業の実施体制について、補助事業者内の事業実施・経理等の体制及び関係者との協力・連携の内容・体制を記入する（別紙添付でも可）。


	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
※他の国の補助金等への応募状況等を記入する。
【指定自治体事業との関係】
※自治体からの委託事業等との関係について記入する。　


	＜事業実施スケジュール＞

	※事業の実施スケジュールを記入する。
※実施スケジュールは別紙を添付してもよい。



注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。

別紙２

地域における地球温暖化防止活動促進事業に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入


	(3)差引額

(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
(7)の額

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（記載例）

人件費
業務費
　　・賃金
　　・諸謝金

　　・旅費
	○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

	　（数量）×（単価）＝金額

・

・

	合　　計
	円
	


注　本内訳に、見積書又は計算書等を添付する。

様式第２（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）

交付決定通知書
      補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）については、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日

一般社団法人地球温暖化防止全国ネット　理事長　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　　第         号交付申請書のとおりである。
２  補助金の補助基本額及び交付決定額は次のとおりである。
　　補助基本額　金　　　　　　　　　円　　交付決定額　金　　　　　　　　円
　　ただし、事業の内容を変更する場合において、補助基本額又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付要綱（平成２６年４月１日環地温発第１４０４０１２２号）、地域における地球温暖化防止活動促進事業実施要領（平成２６年４月１日環地温発第１４０４０１２３号）及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（平成２６年　月　　日地温全第　　　　　　　　号。以下「規程」という。）に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。

７　補助事業における仕入れに係る消費税等については、規程の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。

様式第３（第９条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）変更交付申請書

　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第９条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　補助変更申請額     

２　変更内容         

３　変更理由

　　（注）具体的に記載する。
注１　１の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載する。

２　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、別紙２については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。

様式第４（第１０条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の計画を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１０条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　変更の内容               

２　変更を必要とする理由     

３  変更が補助事業に及ぼす影響
注１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載して添付すること。
　２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。

様式第５（第１１条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１１条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　中止（廃止）を必要とする理由     

２　中止（廃止）の期間         

３　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
４　中止（廃止）後の措置             

注　中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２に中止（廃止）前の金額を上段に（　）書きし、中止（廃止）後の金額を下段に記載した書類を添付すること。

様式第６（第１２条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の遅延について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１２条の規定により下記のとおり指示を求めます。
記

１　遅延の原因及び内容
２　遅延に係る金額
３　遅延に対して採った措置
４　遅延等が補助事業に及ぼす影響
５　補助事業の遂行及び完了の予定
注１　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。

注２　「２　遅延に係る金額」については、その金額とともに、事業費と事務費の内訳を記載すること。なお、事務費については、遅延に係る事業費の遂行に関連して支出を要する経費に限ること。
様式第７（第１３条関係）

番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１３条の規定により下記のとおり報告します。
記
	経費の区分
	計画額(円)
	実施額(円)
	遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第８（第１５条関係）

番　　　号
年　　月　　日
　
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）を完了（廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１５条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　               金　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　               （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
２　補助事業の実施状況
  　　　別紙１　実施報告書のとおり
３　補助金の経費収支実績
　　　　別紙２　経費所要額精算調書のとおり
４　補助事業の実施期間

　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

５　添付資料
   （１）その他参考資料（領収書等含む。）
別紙１
地域における地球温暖化防止活動促進事業実施報告書
	事業名
	地域における地球温暖化防止活動促進事業

	事業実施の団体名
	

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	＜事業の目的＞

	

	＜事業の内容＞地球温暖化対策の推進に関する法律第24条第２項及び第３項との関連

	【指定自治体を含めた連絡調整会議の設置と開催運営業務】

　※会議構成、開催実績を記入する。

【日常生活に関する温室効果ガスの排出の抑制等のための照会・相談・助言業務】

　※実施した内容を具体的に記入する。

【温室効果ガスの排出実態の把握、分析業務】

　※実施した内容を具体的に記入する。

【地域における地球温暖化対策の現状及び推進状況に関する啓発・広報業務】

　※実施した内容を具体的に記入する。

【民間の団体等における地球温暖化防止活動の活動実績調査及び活動支援業務】

　※実施した内容を具体的に記入する。



	＜事業の効果＞

	【地域における地球温暖化防止活動の取組への効果】
　※補助事業効果として、その実施により、地域において地球温暖化防止活動の取組がどのように展開されるか、その見込みを具体的に記入する。


	＜事業の実施体制＞、＜事業実施に関連する事項＞

	※二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付申請書の別紙１における＜事業の実施体制＞、＜事業実施に関連する事項＞の記入内容に変更がない場合は、「交付申請書のとおり」と記入し、変更がある場合は、変更の内容を記入すること。


	＜事業実施スケジュール＞

	※事業の実施スケジュール（実績）を記入する。
※実施スケジュール（実績）は別紙を添付してもよい。



注１　本報告書に、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付申請書に添付した書類に変更がある場合、変更後の書類を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。
別紙２
地域における地球温暖化防止活動促進事業に要する経費所要額精算調書
１．経費実績額
	(1)総事業費

	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額

(1)－(2)


	(4)補助対象経費実支出額
	(5)基準額

	円
	円
	円
	円
	円

	(6)選定額

(4)と(5)を比較し
て少ない方の額
	(7)補助基本額

(3)と(6)を比較し
て少ない方の額
	(8)補助金所要額(7)の額
	(9)補助金交付決定額
	(10)過不足額
(9)－(8)

	
	
	
	
	


２．補助対象経費実支出額内訳
	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（記載例）

人件費
業務費

・賃金
・諸謝金

・旅費

	○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

	（数量）×（単価）＝金額

・

・

	合　　計
	円
	


注　本調書に、請求書、領収書又は計算書等を添付する。
様式第９（第１６条関係）
                                                     　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）交付額確定通知書
                                             補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定した二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）については、平成　　年　　月　　日付けの事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１６条第１項の規定により通知する。
記
確　　定　　額　　金　　　　　　　　　　　　円
   　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット　理事長　　印
様式第１０（第１７条関係）

番　　　号
年　　月　　日
　
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成　　年度地域における二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域における地球温暖化防止活動促進事業）概算（精算）払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定（交付額確定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の概算払（精算払）を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第１７条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記

１　請求金額            金               　　　円
２　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                               　 (単位：円)
	経費区分
	交付決定額
①
	支　出　費　用　状　況
	概算払
受領済額
⑤
	差引請求額
④－⑤

	
	
	実績額
②
	見込額
③
	合　計
④＝②+③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


  （精算払の場合）                                       　(単位：円)
	交付決定額
	確定額
①
	概算払受領済額
②
	差引請求額
①－②

	
	
	
	


３　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義
４　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
様式第１１　(第２１条関係)
番　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　
平成　　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第２１条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助金額（規程第１６条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税
　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
注　別紙として積算の内容を添付すること。

様式第１２　(第２３条関係)
番　　　号
年　　月　　日
　環　境　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における
地球温暖化防止活動促進事業）平成　　年度事業報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程第２３条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　補助事業の実施による効果（地域における地球温暖化防止活動の取組状況）
注　補助事業の実施により、報告の対象となる年度（補助事業の完了した日の属する年度については、補助事業を完了した日からその年度の３月末までの期間）において、地域における地球温暖化防止活動の取組がどのように展開されたかを具体的に記入する。
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